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建設工事における労働災害防止対策
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人

全産業

建設業

昭和 平成

※死亡災害報告より作成
・平成23年は東日本大震災を直接の原因とする死亡者を除いた数
・新型コロナウイルス感染症のり患による死亡者を除いた数

昭和４４年から令和５年（約５０年間）の減少幅
【全産業】6,208人 ⇒ 759人（約１／８）
【建設業】2,492人 ⇒ 223人（約１／11）

令和

死亡災害発生状況の推移（全国）

■建設業の死亡災害は長期的に減少傾向。
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死亡災害発生状況の推移（大阪）
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建設業

昭和 平成

※死亡災害報告より作成
・新型コロナウイルス感染症のり患による死亡者を除いた数

令和

■大阪では建設業の死亡災害は長期的には減少傾向であるが、平成28年以降横ばい。

昭和４４年から令和５年（約５０年間）の減少幅
【全産業】503人 ⇒35人（約１／14）
【建設業】257人 ⇒13人（約１／20）
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人
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昭和

平成23年までは労災保険給付データ及び労働者死傷病
報告（労災非適）より作成
平成24年以降は労働者死傷病報告より作成

※１ 休業4日以上の死傷者数
※２ 平成23年は東日本大震災を直接の原因

とする死傷者を除いた数

死傷災害発生状況の推移（全国）

■建設業の死傷災害（休業４日以上）も着実に減少。
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死傷災害発生状況の推移（大阪）
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報告（労災非適）より作成
平成24年以降は労働者死傷病報告より作成

令和

■大阪でも建設業の死傷災害（休業４日以上）は着実に減少。

※１ 休業4日以上の死傷者数



198 209

90
110

281 223

140
138

28
29

37
46

0

100

200

300

400

500

600

700

800

（年）

▲58人
▲20.6%

建設業

25,362 26,819 

5,304 5,710 
6,889 6,850 

12,780 14,049 

16,414 
16,174 

14,539 
14,414 

16,580 
16,215 

26,694 
27,194 

7,793 
7,946 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

（年）

135,371人

▲125人
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その他

製造業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

774人 132,355人

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

○ 令和５年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和６年４月８日までに報告があったものを集計したもの

755人
前年比＋3,016人(＋2.3％)

林業

前年比▲19人(▲2.5％)

小売業

社会福祉施設

飲食店

清掃・と畜業

その他の
第三次産業

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・

死亡災害 休業４日以上の死傷災害【業種別】

令和５年 労働災害発生状況（確定値）
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出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

43 50

27 10

28

13

27

18

16

21

24

25

116

86

0

50

100

150

200

250

300

（年）

▲30人
▲25.9%

2,975 3,102 

940 988

1,318 1,234 

1,272 1,234 

1,734 1,598

1,706 1,704 

4,594 4,554 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（年）

動作の反動・
無理な動作

墜落・転落

はさまれ・
巻き込まれ

切れ・こすれ

飛来・落下

その他

▲40人
▲0.9%

R４ R５ R４ R５

墜落・転落

交通事故
（道路）

はさまれ・巻
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転倒

○ 令和５年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和６年４月８日までに報告があったものを集計したもの

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・

281人 223人
14,539人 14,414人

死亡災害 休業４日以上の死傷災害【事故の型別（建設業）】

令和５年 建設業の労働災害発生状況（確定値）
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墜落・転落, 86人, 

39%

交通事故（道路）, 

25人, 11%
飛来・落下, 

21人, 9%

崩壊・倒壊, 

18人, 8%

はさまれ・巻き込まれ, 

13人, 6%

その他, 60人, 27%

223人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H31
/R1

R2※ R3※ R4※

死亡災害 367 342 377 327 294 323 309 269 256 278 281

墜落・転落
災害

157 160 148 128 134 135 136 110 95 110 116

○ 死亡災害（資料出所：死亡災害報告(厚生労働省））

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H31
/R1

R2※ R3※ R4※

死傷災害 17,073 17,189 17,184 15,584 15,058 15,129 15,374 15,183 14,790 14,926 14,539

墜落・転落
災害

5,892 5,983 5,941 5,377 5,184 5,163 5,154 5,171 4,756 4,869 4,594

○ 休業4日以上の死傷災害（資料出所：労働者死傷病報告 (厚生労働省））

R5※
前年
比較

14,414
▲125人

0.9％減少

4,554
▲40人

0.9％減少

R5※
前年
比較

223
▲58人

20.6％減少

86
▲30人

25.9％減少

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除外したもの

・

建設業, 223人, 

29%

第三次産業, 209人, 

28%

製造業, 138人, 

18%

陸上貨物運送事業, 110人, 

15%

その他(農業・畜産・水産業等）, 75人, 

10%

755人

令和５年死亡災害の業種別内訳 令和５年建設業の死亡災害の事故の型別内訳

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除外したもの

建設業における労働災害発生状況の推移
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（１）墜落・転落防止対策

（２）令和６年能登半島地震等の自然災害の復
旧・復興工事における労働災害防止対策

（３）建設工事の現場等における荷役災害防止
対策
（４）山岳トンネル工事における安全対策
（５）転倒災害の防止
（６）交通労働災害防止対策

（７）建設工事の現場等で交通誘導等に従事す
る労働者の安全確保

（８）車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防
止対策
（９）専門工事業者等の安全衛生活動支援事業
（10）高年齢労働者等の労働災害の防止
（11）外国人労働者に対する労働災害防止対策
（12）一人親方等の安全衛生対策
（13）伐木等作業の安全対策
（14）安全な建設機械の普及
（15）建設工事関係者連絡会議の運営等
（16）建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

令和６年度 建設業における安全衛生対策 【概要】

１．安全対策

11

１ 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
２ 建設業における安全衛生教育の推進

３．共通的な対策等

（関連通達）
「令和６年度における建設業の安全衛生対策の推
進について（要請）」（R６.３.29付け 基安安発0329第４号、
基安労発0329第１号、基安化発0329第１号）

１ 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進
２ 熱中症対策
３ じん肺予防対策
４ 騒音障害防止対策
５ 化学物質による健康障害防止対策

６ 石綿健康障害予防対策
７ 危険有害な作業を行う場合に請け負わせる一人
親方等への措置

２．労働衛生対策・化学物質対策



1. 適正な請負代金の額、工期等の設
定

2. 設計、施工等の各段階における措
置

3. 安全及び健康に関する意識の向上
4. 建設工事従事者の処遇の改善及び

地位の向上

建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画
（令和５年６月閣議決定）

12

⚫ 建設工事の現場での災害により、年間約350人もの尊い命がなくなっていることを重く受け
止め、災害撲滅に向けて一層の実効性のある取組を推進するとともに、取組の周知やフォ
ローを行う必要がある。

⚫ 一人親方等は、建設工事の現場では、他の関係請負人の労働者と同じような作業に従事して
おり、特段の対応が必要である。

⚫ 建設工事従事者の高齢化が進行している中、建設業を魅力的な仕事の場とし、若者をはじめ
とした入職の促進等、中長期的な担い手の確保を進めていくことが急務である。

はじめに 第１ 基本的な方針

第２ 政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

第３ 総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

１．建設工事の請負契約における経費の適切かつ明確な積算等
（１）安全及び健康の確保に関する経費の適切かつ明確な積算等
・安全衛生経費については、実態を把握するとともに、それを踏まえ、適切かつ明確
な積算がなされ下請負人まで確実に支払われるような実効性のある施策を検討し、実
施する。

（２）安全及び健康に配慮した工期の設定
・休日等の日数を確保するなど適切な工期が定められる等の環境を整備する。

・施工時期を平準化する等、計画的な発注を実施する。
２．責任体制の明確化
３．建設工事の現場における措置の統一的な実施
（１）建設業者間の連携の促進
（２）一人親方等の安全及び健康の確保

・一人親方等が業務中に被災した災害を的確に把握する。
・一人親方等に対して、安全衛生に関する知識習得等を支援する。

（３）特別加入制度への加入促進等の徹底
・一人親方で特別加入していない者の実態を把握し、一人親方に対する労災保険の特別
加入制度への加入の積極的な促進を徹底する。

４．建設工事の現場の安全性の点検等
（１）建設業者等による自主的な取組の促進
（２）工法や資機材等の開発・普及の促進
・i-Constructionを推進するとともに、建設機械施工の自動化・遠隔化やロボットの活
用等インフラ分野のＤＸにおいて、安全な工法等の研究開発及び普及を推進する。

５．安全及び健康に関する意識の啓発
（１）安全衛生教育の促進
（２）安全及び健康に関する意識の啓発に係る自主的な取組の促進

１．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上を図るための施策
（１）社会保険等の加入の徹底
（２）建設キャリアアップシステムの活用推進
（３）「働き方改革」の推進
・適正な工期設定、週休二日の推進等の休日の確保、適切な賃金水準の確保等、建設
業における働き方改革を進め、若者をはじめとした入職の促進等、中長期的な担い手
の確保を図る。

２．墜落・転落災害の防止対策の充実強化
（１）労働安全衛生法令の遵守徹底等
・労働安全衛生規則に基づく措置の遵守徹底を図る。
・労働安全衛生規則に併せて実施することが望ましい「より安全な措
置」等の一層の普及のため、実効性のある対策を講ずる。
（２）墜落・転落災害防止対策の充実強化

３．健康確保対策の強化
（１）熱中症、騒音障害防止対策
（２）解体・改修工事における石綿ばく露防止対策等
（３）新興・再興感染症への対応 
４．人材の多様化に対応した建設現場の安全健康確保、職場環境の改善
（１）女性の活躍促進
（２）増加する外国人労働者の労働災害への対応
（３）高年齢労働者の安全及び健康の確保
５．基本計画の推進体制
（１）関係者における連携、協力体制の強化
（２）調査・研究の充実
６．施策の推進状況の点検と計画の見直し
・策定後２～３年で調査等を行った上で、本基本計画に検討を加え、必要があると認め
るときには、速やかにこれを変更する。



１ 最近の労働災害発生状況

２ 建設業における安全衛生対策（概要）

３ 安全対策関係

４ 労働衛生対策関係

５ 化学物質・石綿対策関係

６ その他



一側足場の例 （（一社）仮設工業会より提供）

足場に関する改正労働安全衛生規則について

14
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手すり先行工法等に関するガイドラインの改正
（ 令 和 ５ 年 1 2 月 2 6 日 付 け 基 発 1 2 2 6 第 ２ 号 ）

３．足場に係る法令改正の反映
 ○ 足場の組立て作業の業務に係る特別教育の追加

 ○ 墜落制止用器具に係る法令改正の反映

・ 「安全帯」→「要求性能墜落制止用器具」

・ フルハーネス型墜落制止用器具の使用に係る特別教育の追加

 ○ 足場の点検に係る法令改正等の反映

・ 点検後に記録すべき事項に点検者の氏名を追加

・ 組立て等後点検実施者として、足場の組立て等作業主任者で

能力向上教育を受講した者等を推奨

１．直近の足場の使用状況の反映

 ○ くさび緊結式足場の普及の反映
 ・ 近年、主流となっているくさび緊結式足場について、その使用に当

たっての留意事項等を追記

 ○ 手すり先行工法の最近のトレンドの反映

 ・ 近年では、 「手すり先送り方式」 に代わり「手すり据置方式」に

よる手すり先行工法が主流となっていることを反映

２．足場部材の最新の技術基準等の反映

（一社）仮設工業会による、足場部材の最新の技術基準（くさび緊

結式足場用先行手すり、安全ネット等）の反映

主 な 改 正 内 容

くさび緊結式足場の例 わく組足場の例

建てわく

手すりわく

建てわく（門型の部材）と手す
りわくを組み合わせて組み立
てる足場。

強度に優れているが、建てわ
くは門型に溶接されているた
め、部材の重量が重い上、狭
小な現場、複雑な形状に対応
することが困難。

緊結部付き支柱

くさび式緊結部付き支柱とそ
の他足場部材のくさび部で緊
結し、組み立てる足場。

強度に優れている上、１つ１つ
の部材が軽量であり、狭小な
現場、複雑な形状に対応する
ことが容易。

ガ イ ド ラ イ ン の 目 的 ・ 改 正 の 主 旨

・ 足場の組立て、解体又は変更の作業における手すり先行工法の普及促進を図ることにより、労働者の足場からの

墜落等を防止すること。

・ くさび緊結式足場の普及、最新の技術基準や、足場に係る法令改正を反映すること。
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木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュアルの策定
屋根、はしご・脚立等からの墜落・転落災害防止対策の促進

（ 令 和 ６ 年 ３ 月 2 ９ 日 付 け 基 安 安 発 0 3 2 9 第 3 号 ）

３．はしご・脚立等からの墜落防止
 ・ はしご・脚立等の安全性基準、法規制の説明

 ・ はしご・脚立の正しい使用方法、安全のポイント等をイラス

ト等で分かりやすく解説

・  アルミニウム合金製可搬式作業台の正しい使用方法の解説

１．木造家屋等低層住宅建築工事の労働災害の特徴

・ 木建工事における死亡災害の説明（約８割が墜落・転落災

害で、うち屋根等が約５割）

・ 墜落災害事例の紹介と再発防止対策の解説

２．足場・屋根上・開口部等における墜落防止

・ リスクアセスメント、作業手順書、KY活動、足場の安全対

策等の紹介

・ 作業床の設置が困難な場所での安全対策としてｽﾗｲﾄﾞﾚｰﾙ式

安全ﾌﾞﾛｯｸ工法、親綱の設置方法等を解説

マ ニ ュ ア ル の 主 な 内 容

マ ニ ュ ア ル 策 定 の 背 景 等

・ 建設業における死亡災害では墜落・転落が最多で約４割を占め、うち２割が屋根等からの墜落・転落となっているほ

か、死傷災害でははしご・脚立等からの墜落・転落が多くを占めている。

・ 建設職人基本法に基づき、令和５年６月に閣議決定された基本計画においても、屋根、はしご、脚立等からの墜落・

転落災害防止のためのマニュアルの作成等が明記されたことも踏まえ、新たなマニュアルを策定した。

4．墜落制止用機具（安全帯）等の種類と特徴
 ・ 墜落制止用器具等の構造、特徴、使用上の注意事項等

・ 保護帽（ヘルメット）の使用上の注意事項、あごひもと

耳紐の関係 、安全靴の耐滑性、屈曲性及び安全性

５．関係法令、規格、ガイドライン

脚立の正しい使い方ｽﾗｲﾄﾞﾚｰﾙ式安全ﾌﾞﾛｯｸ工法開口部周りの墜落防止措置の例
16



貨物自動車における荷役作業時の墜 落・転 落災害 防止措 置等に 係る
改正労働安全衛生規則について

運転位置から離れる場合の措置が一部改正されます3

テールゲートリフターの操作者に対し、学科教育4時間、実技教育2時間の安全衛生に係る特別の教育を行うことが必要になります。

これまで最大積載量5トン以上の貨物自動車を対象としておりましたが、新たに最大積載量2トン以上5トン未満の貨物

自動車において、荷役作業時の昇降設備の設置及び保護帽の着用が義務づけられます（一部例外あり）。

運転席から離れてテールゲートリフターを操作する場合において、原動機の停止義務が除外されます。

なお、その他の逸走防止措置は引き続き必要です。

昇降設備の設置及び保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲が拡大されます１

テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への特別教育が義務化されます２ R6.2.1
施行

R5.10.1
施行

R5.10.1
施行

科 目 範 囲 時 間

学科教育

テールゲートリフターに関する知識
・テールゲートリフターの種類、構造及び取扱い方法

・テールゲートリフターの点検及び整備の方法
1.5時間

テールゲートリフターによる作業に
関する知識

・荷の種類及び取扱い方法
・台車の種類、構造及び取扱い方法
・保護具の着用

・災害防止

2時間

関係法令 ・労働安全衛生法令中の関係条項 0.5時間

実技教育 ・テールゲートリフターの操作の方法 2時間

2t未満 2t以上 5t未満 5t以上 備 考

床面から荷の上又は荷台ま

での昇降設備の設置 △ ● ○
高さ1.5mを超える箇所で作業を行うときは、

安衛則第526条第1項の規定に基づき、原則と

して昇降設備の設置が義務付けられています。

墜落による危険を防止する

ための保護帽の着用 △
●

○
高さ2m以上の箇所で作業を行うときは、安衛

則第518条の規定に基づき、墜落による危険を

防止するための措置を講じる必要があります。△

○：現行の規則

●：新設

△：望ましい措置
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荷役作業時における労働災害防止対策
（陸上貨物運送事業における労働災害防止のためのガイドライン）

18

荷役作業の安全対策ガイドライン
(最終改正：令和５年３月28日付け基発0328第５号)

●陸運事業者の実施事項
○ 管理体制の確立
○ 具体的な防止対策

・墜落、転落による労働災害の防止対策
・フォークリフト、ロールボックスパレット等

  による労働災害の防止対策
・転倒による労働災害の防止対策

○ 安全衛生教育の実施
○ 荷主等との連絡調整

→ 『安全作業連絡書』の使用
○ 自動車運転者に荷役作業を行わせる場合の措置

→ 運転者の疲労に配慮した十分な休憩時間の
確保

●荷主等の実施事項
○ 改善基準告示（※）の遵守
○ 陸運業者に荷役作業を行わせる場合は事前に通知
○ 陸運事業者との連絡調整

→ 『安全作業連絡書』の使用
○ 自動車運転者に荷役作業を行わせる場合の措置

→ 疲労に配慮した休憩時間の確保、
 着時刻の弾力化

○ 安全に荷役作業を行える場所、機械等の確保

交通労働災害防止のためのガイドライン
(最終改正：平成30年６月１日付け基発0601第１号)

○ 管理体制の確立等
○ 適正な労働時間の管理、走行管理

・走行計画の作成
・点呼等の実施
・荷役作業を行わせる場合の措置
→・ 運転者の疲労に配慮した十分な休憩時
間の確保
・ 荷の適正な積載

○ 教育の実施
・交通危険予知訓練

○ 意識の高揚
・交通安全情報マップの作成

○ 荷主・元請事業者による配慮等
・過積載運行の防止
・改善基準告示（※）の遵守
・安全な走行が出来ない発注の禁止
・到着時間の再設定等の措置

○ 健康管理

荷主の協力が
不可欠

※改善基準告示：自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

連絡調整



山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン
改正概要（R6.3 .26 ）

○ 山岳トンネル工事＊１では、トンネル掘削の最先端で地山が露出している部分（切羽）において、トンネルの掘削面から岩石等が落下す
る災害（肌落ち災害）が散見されている。

○ これらの災害では、ロックボルト＊２の施工が十分でなかったこと、地山の状況に応じた工法や建設機械（ドリルジャンボ）の選定が適
切ではなかったこと、現場の地山の状態に応じた設計変更等の措置が十分でなかったこと等が認められている。

○ こうしたことから、厚生労働省では（独）労働者健康安全機構安全衛生総合研究所に検討を依頼し、切羽における肌落ち防止対策の御
提言をいただき、必要な対策を新たにガイドラインに盛り込んだ。

○ 厚生労働省では、改正ガイドラインの周知や事業者への指導を通じ、山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策の徹底を進
めていく。

ガ イ ド ラ イ ン 改 正 の 背 景 ・ 目 的

１．発注者等が講ずべき措置の新設

２．切羽の立入に関連し特段の配慮を必要とする範囲の新設

主 な 改 正 内 容

＊１「山岳トンネル工事」は火薬類を爆発させ地山を破砕して掘削する工事。このほか、トンネル工事にはカッターを回転させて掘削するシールドトンネル工事などがある。

＊２「ロックボルト」はトンネル掘削面から地山内部に放射状に穿(せん)孔された孔に挿入された鋼棒。

設計段階における適切な支保パターン＊３の選定や鏡吹付け＊４の実施、
施工段階において設計変更に係る施工者との協議等を行うこととした。

切羽（天端）からの45度の範囲を特段の配慮を必要とする範囲とし、
可能な限り立入りを避けることとした。

３．地山の状況に応じた支保パターンの選定（設計変更）
発注者と必要な情報等を共有の上、十分協議し連携して取り組むこ
と等とした。

４．適切なドリルジャンボの選定及び速やかなロックボルトの施

工５．切羽の自立が悪い場合における鏡吹付けの原則実施

６．その他

最新のデジタル技術等も活用し、各種作業の遠隔化・自動化、各種セ
ンサー等を活用した監視・検知等の取組を積極的に進めることとした。

＊３「支保パターン」は地山の分類と支保部材の選定を組み合わせたもの。

＊４「鏡吹付け」は、切羽の垂直面にコンクリートを吹き付けること。
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転倒災害防止対策について
（１－５関係）
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専門工事業者等の安全衛生活動支援事業

⚫ 建設業労働災害防止協会では、専門工事業者及び中小建設業者の方々を対象に、安全衛生管理水準の向上を図るため本事業

を実施

⚫ 建災防から委嘱された推進員による安全講話や現場の安全点検を実施し、自主的な安全衛生活動をバックアップ（無料）

事 業 ス キ ー ム 支 援 内 容
お申し込みはこちら（建災防HP）▶
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高齢者の就労と被災状況（建設業）
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◆ 建設業における雇用者全体に占める60歳以上の高齢者の割合は23.8%(令和５年)
◆ 建設業における労働災害による休業4日以上の死傷者数に占める60歳以上の高齢者の割合は24.3%(同)

データ出所：労働力調査（総務省）（年齢階級，産業別雇用者数）における年齢別雇用者数（役員を含む。） データ出所：労働者死傷病報告※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く

（万人） （人）



11.33

6.50

4.36

3.84

3.28 3.39

2.71
2.93

3.36
3.60 3.74

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

年齢別 千人率（令和５年）

建設業における高年齢労働者の労働災害の特徴 災害発生率（千人率）

23

データ出所：千人率＝労働災害による死傷者数/平均労働者数×1,000
：死傷者数…労働者死傷病報告（令和５年）
※ 新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く

：労働者数…労働力調査（年次・2023年・基本集計第Ⅱ-2-2表 役員を含む雇用者）
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データ出所：労働者死傷病報告（令和５年）
※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
※死亡災害は、休業３カ月以上に算入

年齢別の休業見込み期間の長さ（令和５年）
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エイジフレンドリーガイドラインの概要
（ 高 年 齢 労 働 者 の 安 全 と 健 康 確 保 の た め の ガ イ ド ラ イ ン ）

⚫ 経営トップによる方針表明と体制整備
経営トップが高年齢労働者の労働災害防止対策に取り組む方針

を表明し、対策の担当者を明確化します。労働者の意見を聴く

機会を設けます。

⚫ 高年齢労働者の労働災害防止のためのリスクアセスメント

の実施
高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害発生リスクに

ついて、災害事例やヒヤリハット事例から洗い出し、優先順位

をつけて２以降の対策を実施します。

１ 安 全 衛 生 管 理 体 制 の 確 立

⚫ 身体機能の低下を補う設備・装置の導入（主にハード面の

対策）
身体機能の低下による労働災害を防止するため施設、設備、装

置等の改善を行います。

⚫ 高年齢労働者の特性を考慮した作業管理（主にソフト面の

対策）
敏捷性や持久性、筋力の低下等の高年齢労働者の特性を考慮し

て作業内容等の見直しを行います。

２ 職 場 環 境 の 改 善

⚫ 健康状況の把握
雇い入れ時および定期の健康診断を確実に実施するとともに、

高年齢労働者が自らの健康状況を把握できるような取組を実

施するよう努めます。

⚫ 体力の状況の把握
事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の体力の状況

を客観的に把握し必要な対策を行うため、主に高年齢労働者

を対象とした体力チェックを継続的に行うよう努めます。

    ※ 健康情報等を取り扱う際には、「労働者の心身の状態に

関する情報の適正な取り扱いのために事業者が講ずべき

措置に関する指針」を踏まえた対応が必要です。

３ 高 年 齢 労 働 者 の 健 康 や 体 力の 状 況の 把 握

⚫ 個々の高年齢労働者の健康や体力の状況を踏まえた対応
  ・基礎疾患の罹患状況を踏まえ、労働時間の短縮や深夜業の回数

の減少、作業の転換等の措置を講じます。

  ・個々の労働者の状況に応じ、安全と健康の点で適合する業務を

マッチングさせるよう努めます。

⚫ 心身両面にわたる健康保持増進措置
「事業場における労働者の健康保持増進のための指針（THP指

針）  」や「労働者の心の健康の保持増進のための指針（メンタ

ルヘルス指針）」に基づく取組に努めます。

４ 高 年 齢 労 働 者 の 健 康 や 体 力の 状 況に 応 じた 対 応

⚫ 高年齢労働者、管理監督者等に対する教育
労働者と関係者に、高年齢労働者に特有の特徴と

対策についての教育を行うよう努めます。

 （再雇用や再就職等で経験のない業種、業務に従

事する場合、特に丁寧な教育訓練を行います。）

５ 安 全 衛 生 教 育



外国人労働者の労働災害発生状況
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※出典：労働者死傷病報告（厚生労働省）

⚫ 労働者死傷病報告の報告事項に国籍や在留資格が含まれたのは令和元年以降であり、H30年以前の数値は労働

基準監督署で把握できた範囲の情報をもとに集計したもの。

⚫ 令和２年、３年の死傷者数には、新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を含んでいる。

⚫ 令和４年、５年の死傷者数は、新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いている。



外国人労働者の労働災害発生状況
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外国人労働者の労働災害防止対策 1
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労働災害防止のための安全衛生教育等の実施

○ 外国人労働者が、内容を確実に理解できる方法で行う。（母国語や視聴覚教材の使用）

○ 使用させる機械等、原材料等の危険有害性や取扱方法を確実に理解させる。

○ 標識、掲示及び表示等に図解を用いる、母国語で注意喚起語を表示する。 等

対応方針

安全衛生教育の支援

○ 教育マニュアルの作成（未熟練労働者対象）

（一部は外国人向け翻訳（28:製造業、29:陸運業、商業、30:産廃業、1:警備業））

○ 外国人労働者向け視聴覚教材の作成（コミック、動画、VR等）

○ 外国人在留支援センター（R2.7月開設（於：東京・四谷））

※安全衛生相談窓口の設置、事業者向け教育マニュアル、全国で個別訪問実施

○ 外国人労働者を雇用する事業場を対象とした外国人労働者安全衛生管理セミナーの開催

具体的な支援

業務経験が
比較的短い

日本語そのものの
理解が不十分

コミュニケーション不足により、
職場の「危険」の伝達・理解も不足



外国人労働者の労働災害防止対策 2
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⚫ 外国人労働者への安全衛生教育や健康管理を実施 

◆ 外国人労働者が、内容を確実に理解できる方法で行う。（母国語や視聴覚教材の使用）

◆ 使用させる機械等、原材料等の危険有害性や取扱方法を確実に理解させる。

◆ 標識、掲示及び表示等に図解を用いる、母国語で注意喚起語を表示する。 等

資料出所：外国人技能実習機構建設業マニュアル

安全表示の例



建設業の一人親方等に対する安全衛生教育研修会の御案内
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⚫ 建 設 業 の 一 人 親 方等 が死 亡 する 事故 は ８０ 人

⚫ 厚 生 労 働 省 で は 一人 親方 等 向け の研 修 会を 開催



一人親方等の保護に関する法令改正

■建設アスベスト訴訟の最高裁判決において、石綿（アスベスト）の規制根拠である労働安全衛生法第22条
は、労働者だけでなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣旨との判断がされたことを踏まえ、同条
に基づく省令の規定を改正。

危険有害な作業を行う事業者は、以下
の措置を講じなければならない。

① 労働者以外の者にも危険有害な作業を
請け負わせる場合は、請負人（一人親方、
下請業者）に対しても、労働者と同等の
保護措置を実施。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者
（他の作業を行っている一人親方や他社
の労働者、資材搬入業者、警備員など、
契約関係は問わない）に対しても、労働
者と同等の保護措置を実施。

① 危険有害な作業を請け負う請負人（一人親方、下請業者）に対する保護措置の主な内容
・有害物の発散防止の装置等の稼働 ⇒ 請負人のみが作業する時も稼働させる、使用を許可する等配慮する義務。
・マスク等の保護具の使用 ⇒ 保護具の使用が必要である旨を周知する義務。
・安全確保のための作業方法の遵守 ⇒ 作業方法の遵守が必要である旨を周知する義務。
・作業終了次の身体の汚染除去等 ⇒ 汚染除去が必要である旨を周知する義務。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者に対する保護措置の主な内容
・危険箇所への立入禁止 ⇒ 立ち入りを禁止する義務。
・特定の場所での喫煙・飲食禁止 ⇒ 喫煙・飲食を禁止する義務。
・危険性等に関する掲示 ⇒ 掲示して知らせる義務。
・事故発生時の退避 ⇒ 退避させる義務。

令和５年
４月１日
施行

個人事業者等に対する安全衛生対策

30



31



近年、機械による事故の防止をサポートする様々な技術開発が行われていますが、産業現場の車両系建設機械において

もこれらの技術を活用し労働災害の防止を推進することが重要です。しかし、資力の乏しい中小事業者等においてはこれ

らの導入は困難であるため、令和４年度から、中小事業者等を対象として、高度な安全性能を有する車両系建設機械の導

入等のための経費の一部を補助しています。

補助対象：高度な安全機能を有する車両系建設機械の導入等のために要する費用
（補助対象経費の1/2又は基準額のいずれか低い方を補助）

建設業労働災害防止協会
高度安全機械等導入事業者

（中小事業者等）

補助金

指定された対象機械を導入する
中小事業者等に対し、審査の上、交付決定

厚生労働省が指定した安全機能を有する
機械導入のための当補助金事業の公募を実施

高 度 安 全 機 械 補 助 金

Web申請登録期間 ４/10～1/24

実績(７/１現在)

Web申込額 約 85,000,000円（194機）

令 和 ６ 年 度

高度安全機械等導入支援補助金事業

交付決定額  約 67,000,000円（155機） (予算約2.0億円)

32



１ 最近の労働災害発生状況

２ 建設業における安全衛生対策（概要）

３ 安全対策関係

４ 労働衛生対策関係

５ 化学物質・石綿対策関係

６ その他



○衛生委員会等での調査審議 ○心の健康づくり計画の策定 ○メンタルヘルス推進担当者等の選任

○職場復帰支援プログ
ラムの策定、実施

○主治医との連携 等

○労働者のストレスマネジメントの向上
・教育研修、情報提供 ・セルフケア 等

○職場環境等の把握と改善
・過重労働による健康障害防止
・ラインケア、パワハラ対策 等

○上司、産業保健ス
タッフ等による相談
対応、メンタルヘル
ス不調の早期発見と
適切な対応 等

ストレスチェック制度

メンタルヘルス対策の体系とストレスチェック制度
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二次予防
早期発見・適切な対応

三次予防
職場復帰支援

一次予防
メンタルヘルス不調の未然防止

体
制
整
備

具
体
的
取
組

○ 事業場における労働者のメンタルヘルスケアは、メンタルヘルス不調を未然に防止する「一次予防」、メンタ

ルヘルス不調を早期に発見し、適切な対応を行う「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働者の職場

復帰を支援する「三次予防」に分けられる。 

○ ストレスチェック制度は、これらのうち特に一次予防のための措置を強化する観点から導入され、当該制度の推進

等を通じて、事業場におけるメンタルヘルス対策の促進が図られている。



個人事業者等の健康管理に関するガイドライン （ 令 和 ６ 年 ５ 月 2 8 日 策 定 ・ 公 表 ）

個人事業者等※１が健康に働くために、個人事業者等が自身で行う事項、注文者等※２が行う又は配慮する事項等を周知し、自主

的な取組を促すもの※３。

主体 基本的な考え方 実施事項等

個人事
業者等

• 個人事業者等として事業を行う上では、自らの心身
の健康に配慮することが重要であり、各種支援を活
用しつつ自らで健康管理を行うことが基本

◼ 健康管理に関する意識の向上
◼ 危険有害業務による健康障害リスクの理解
◼ 定期的な健康診断の受診による健康管理
◼ 長時間の就業による健康障害の防止
◼ メンタルヘルス不調の予防
◼ 腰痛の防止/情報機器作業における労働衛生管理
◼ 適切な作業環境の確保
◼ 注文者等が実施する健康障害防止措置への協力

注文者
等

• 注文条件等が個人事業者等の心身の健康に影響を及
ぼす可能性もあることから、その影響の程度に応じ
て、注文者等が必要な措置を講じることが重要。

• 個人事業者等が健康に就業することは、当該個人事
業者等と継続的に業務を行う注文者等にとっては、
事業継続の観点からも望ましい。

◼ 長時間の就業による健康障害の防止
• 注文条件等の配慮、注文条件等により長時間就業となり疲労が蓄積し
た個人事業者から求めがあった場合における医師の面談機会の提供

◼ メンタルヘルス不調の予防
◼ 安全衛生教育や健康診断に関する情報の提供、受講・受診機会の提供等
◼ 健康診断の受診に要する費用の配慮
◼ 作業場所を特定する場合における適切な作業環境の確保

団体等
• 各業種・職種の個人事業者等や注文者等の団体、

仲介業者等には、個人事業者等及び注文者等に
対して必要な支援を行うことが期待される。

◼ 個人事業者等への情報提供
◼ 必要に応じて、業種・職種別の実情に応じた業種・職種別ガイ

ドラインの策定

個人事業者等の健康管理の基本的な考え方と各主体の実施事項等

※１ 「個人事業者等」とは、事業を行う者のうち労働者を使用しないもの及び中小企業の事業主又は役員。労働基準法上の「労働者」に該当すると判断

された場合には、本ガイドラインによらず、「労働者」として、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等の労働関係法令が適用される。

※２ 「注文者等」とは、個人事業者等に仕事を注文する注文者又は注文者ではないものの、個人事業者等が受注した仕事に関し、個人事業者等が契約内

容を履行する上で指示、調整等を要するものについて必要な干渉を行う者

※３ 「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会」報告書(R5.10）をもとに、労働政策審議会安全衛生分科会の議論を経て、厚労省労働基準局長名で策定。

◆労働者が行う作業と類似の作業を行う者については、労働者であるか否かにかかわらず、労働者と同じ安全衛生水準を享受すべきとの考
え方のもと、ガイドラインでは、各主体について基本的な考え方と実施事項等を次のように示している。

※ 国は、個人事業者等の健康管理に活用できるツールの提供、労災保険に特別加入している個人事業者等に対する産業保健総合支援センター及び及び地域

産業保健センター等による支援等、個人事業者等の健康管理を支援するための取組を行う。関連情報を厚労省ホームページで発信する。



熱中症の基本対策

■「職場における熱中症予防対策マニュアル」より、①作業環境管理、
②作業管理、③健康管理の３つのポイントにより熱中症の基本的な
対策を実施。

１ 作業環境管理

①WBGT値（暑さ指数）の測定

・作業場所のWBGTを測定、監督署にも携帯指数計を配備

②WBGT値が基準値を超えるような作業では

・WBGT値低減のために屋根、休憩場所、通風・冷房設備、水分・塩分の補給設備
等の整備

２ 作業管理

• 休憩時間、連続作業時間の短縮、計画的な熱への順化、定期的に水分・塩分摂取すること、
巡視、必要時の作業中断 など

• 暑熱作業が続く場合は、作業開始時の体温を下げるプレクーリングも一案

３ 健康管理

• 基礎疾患などを考慮した就業上の配慮、日常の健康管理指導、作業開始前の健康状態
（睡眠不足や前日の飲酒など）の確認
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１ 最近の労働災害発生状況

２ 建設業における安全衛生対策（概要）

３ 安全対策関係

４ 労働衛生対策関係

５ 化学物質・石綿対策関係

６ その他



皮膚等障害化学物質への直接接触の防止について

①健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者

→ 不浸透性の保護衣、保護手袋、履物又は保護眼鏡等適切な保護具の使用：義務（令和６年４月１日～）

○皮膚等障害化学物質及び特別規則に基づく不浸透性の保護具等の使用義務物質リスト

 化学物質による労働災害防止のための新たな規制について→対象物質の一覧参照
 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000099121_00005.html

②健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者
（①の労働者を除く）

 → 保護眼鏡、保護衣、保護手袋又は履物等適切な保護具の使用：努力義務

皮膚等障害化学物質（令和５年８月４日時点）

皮膚刺激性有害物質 皮膚吸収性有害物質

国が公表するGHS分類の結果及び譲渡提供者より提供された
SDS等に記載された有害性情報のうち「皮膚腐食性・刺激性」、
「眼に対する重篤な損傷性・眼刺激性」及び「呼吸器感作性又
は皮膚感作性」のいずれかで区分１に分類されている物質

皮膚から吸収され、若しくは皮膚に侵入して健康障害を生ずる
おそれがあることが明らかな物質

868物質（おおむねCAS番号ベース） 296物質（通達上）
320物質（CAS番号ベース）

➢ 皮膚等障害化学物質を製造し、又は取り扱う業務に労働者を従事させる場合には、労働者に皮膚障害等

防止用保護具を使用させなければならない。

38

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000099121_00005.html


新たな化学物質規制の円滑な施行のための取組み（１）
保護手袋の選択方法（皮膚障害等防止用保護具の選択マニュアル（R6.2月））

39

① 作業分類、作業時間により、使用可能な耐透過性クラスを選択
② 取り扱う物質に応じ、①の耐透過性クラスを満たす材質及び厚さを選択（混合物の場合は、全ての物質を考慮）



ドア塗装等有機溶剤取扱い作業 リスク管理マニュアル

作業 スプレー、刷毛又はローラーによる屋内ドア塗装 取扱い会社名 元請会社名

製品名 メーカー 作業内容 作業期間

化学物質管理者 選任日 保護具着用管理責任者 選任日

化学物質名 裏表紙のチェック欄にチエックする。

保護具の留意点

【吸収缶】 ・吸収缶は、開封後数日使用する場合も最大で5日間までである。
(メタノールを含む製品を使用した場合は、再利用してはならない。）
・使用後は取扱説明書に従い、密閉容器に入れ、冷暗所で保管する。

【防護手袋】・使用する手袋は、化学防護手袋とする。選定した化学防護手袋の
耐透過性クラスを確認する。

発がん物質（特別管
理物質又はがん原性
物質）の有無

危険性

○燃えやすい液体。蒸気が滞留すると爆発のおそれがある。
○塗料かす、清掃等に使用したウエスなどは、空気中で酸化し、発熱、蓄熱すると
自然発火するおそれがある。

【
リ
ス
ク
低
減
対
策
】

(1)換気 (2)マスク (3)防護手袋を使用しての作業

有害性

○アレルギー性皮膚反応を起こすおそれがある。
○蒸気を吸入すると、アレルギー喘息または呼吸器困難をおこすおそれがある。
○発がん性のおそれがある。
○長期にわたる吸入や皮膚からのばく露により、①呼吸器、臓器、中枢神経系への障害、
②生殖能力や胎児への悪影響のおそれがある。

緊急時の対応

○吸入によりめまいや頭痛等の異常がある場合、速やかに現場から運び出し、
医師の診断を受ける。

○皮膚に付着した場合はすぐに拭き取り、石鹸水及び水で洗い流し。炎症等が出た
場合、速やかに医師の診断を受ける。

○眼に入った場合直ちに清浄な流水で数分間洗眼した後、医師の処置を受ける。

その他
注意事
項

1  酸素欠乏危険場所（密閉空間、地下室等）での作業においては、自給式呼吸器を使用すること。
 2 ウレタン・エポキシ樹脂を含む製品には、 皮膚感作性、呼吸器感作性があるイソシアネート類が
含まれている場合もあるので、保護具の着用に留意する。 

作業内容
作業内容・製品に応じた

呼吸用保護具
作業内容 防護手袋 保護眼鏡 保護衣 保護靴 記録欄

Ⓐ
刷毛の洗浄
材料の撹拌
（飛沫）

防毒マスク（有機ガス用）を使用する。
※臭いがしたら、安全な場所(換気の良い場所）
へ行き、吸収缶を即交換する。(メタノールを含
む製品を使用した場合は、吸収缶を再利用しては
ならない。）

Ⓐ

・ニトリルゴム製の手袋を使用する（溶
剤が付着した場合は、すぐに取り替え
る。）。

・ただし、洗浄液の中に手を入れる場合
は、多層フィルムを下にニトリルゴム製
を上に重ねて使用する。 側板（サイドシー

ルド）付き保護眼
鏡を使用する。

皮膚が露出しな
い服を使用する。
（夏季において
は、熱中症対策
が必要）

安全靴を使用す
る。

異常の記録
（保護具忘
れ、こぼし
た、眼に
入ったな
ど）
応急処置の
記録等

Ⓑ スプレー塗装

全面形面体防じん機能付防毒マスクを推奨する。
※臭いがしたら、安全な場所(換気の良い場所）
へ行き、吸収缶を即交換する。(メタノールを含
む製品を使用した場合は、吸収缶を再利用しては
ならない。）

Ⓑ

・ニトリルゴム製の手袋を使用する（溶
剤が付着した場合は、すぐに取り替え
る。）。Ⓒ

刷毛、ローラで
の塗装
（接触）

狭隘な場所、地下室での作業、㊕が含まれる溶剤
を使用する場合には、防毒マスク（有機ガス用）
を使用する。
※臭いがしたら、安全な場所（換気の良い場所）
へ行き、吸収缶を即交換する。(メタノールを含
む製品を使用した場合は、吸収缶を再利用しては
ならない。）

Ⓒ 上向き作業の場合
は側板（サイド
シールド）付き保
護眼鏡を使用する。

Ⓓ

だめ直し等少量
の溶剤を使用す

る塗装
（接触）

Ⓓ

各作業員
全員確認
サイン

保護具着用
管理責任者
(前日まで
に記入)

ⒶⒷⒸⒹを記載 選択したマスクを記載 選択したものを記載 選択したものを記載

従事する
作業内容
(当日記入)

ⒶⒷⒸⒹを記載 実際に使用したものを記載 実際に使用したものを記載 実際に使用したものを記載
元請確認

*㊒有機溶剤中毒予防規則の適用物質 2024年3月版

㊕特定化学物質障害予防規則適用物質
㋪皮膚等障害化学物質(労働安全衛生規則第５９４条の２（令和6年4月1日施行）及び特別規則に基づく不浸透性の保護具等の使用義務物質リストに記
載されている物質

新たな化学物質規制の円滑な施行のための取組み（２）
業種別マニュアルの作成
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対象作業で主に使用する製品に
含まれる化学物質の危険性・有害性

対象作業のリスク低減対策

対象作業を実際に行う際に使用する
製品や、含まれる化学物質名等を
化学物質管理者が記載

対象作業を構成する
個別の作業ごとで使用する保護具

実際に使用する保護具等を
保護具着用管理責任者等が記載、
実際の作業の記録を職長等が記載

⇒ 作業記録としても活用可能

⚫ これまで、建設業における、スラリー状のコンクリートを使用する作業、セメント系粉体取扱い作業、ドア塗装等
有機溶剤取扱い作業などに係る化学物質リスク管理マニュアルを作成（令和６年３月）。

⚫ 本年度は、洗浄・殺菌剤、塗料、接着剤を使用する作業について、業種別マニュアルを作成予定。

＜例：建設業リスク管理マニュアル＞



石綿輸入量と石綿使用建築物解体棟数の推移
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事 業 者 に 取 り 組 ん で も ら い た い こ と

・建築物石綿含有建材調査者講習を修了した者等による事前調査（＊１）を確実に実施。調査結果に基づ

き適切に石綿ばく露防止対策を講じる ＊１ 令和５年10月施行（工作物の事前調査は令和８年１月着工の工事から工作物石

綿含有調査者講習等を修了した者による事前調査が義務付けられる。）

＊２ 国等は、関係省庁との連携や解体・改修工事発注者（個人住宅の施主を含む。）の配慮義務について周知等を図る

・石綿以外の粉じん作業も含め、第10次粉じん障害防止総合対策に基づき、呼吸用保護具の適正な選択及

び使用の徹底等による自主的取組を推進する

解体する建築物等で
アスベストが使用さ
れていないか、必ず
調査する必要があり
ます。

※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

計
画
届 ※

十
四
日
前

レベル３

スレート、Pタイル等
その他石綿含有建材

けい酸カルシウム板1種※２（破砕時）

仕上げ塗材（電動工具での除去時）

レベル２

石綿含有保温材、
耐火被覆材、断熱材

レベル１

石綿含有吹付け材 解体作業時の措置

隔離
※負圧は不要

管理

負圧隔離

集じん・排気装置の初
回時、変更時点検

作業開始前、中断時
の負圧点検

隔離解除前の取り残
し確認等

発生源対策
○湿潤化
（石綿等を切断等の方法に
より除去する作業を行うと
きは、湿潤化、除じん性能
を有する電動工具の使用そ
の他の石綿等の粉じんの発
散を防止する措置のいずれ
かの措置：令和６年４月施
行）

ばく露防止対策

○呼吸用保護具

○保護衣

関係者以外の立入禁止

石綿作業主任者の選任

付着物の除去

飲食喫煙の禁止

掲示

作
業
者
に
対
す
る
特
別
教
育

保護具等の管理

健康診断

調査結果の３年保存、

現場への備え付け

作業状況等の写真等

による記録

（３年保存）

石綿、粉じんによる健康障害防止対策
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１ 最近の労働災害発生状況

２ 建設業における安全衛生対策（概要）

３ 安全対策関係

４ 労働衛生対策関係

５ 化学物質・石綿対策関係

６ その他



【お知らせ】令和７年１月１日から労働者死傷病報告の報告事項が改正され、
電子申請が義務化※されます

電子申請に当たっては、厚生労働省ポータルサイト「労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る入力支援サービス」

をご活用いただくとスムーズです。 ※当面の間、電子申請が困難な場合は書面による報告が可能です。
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労働者の作業行動に
起因する労働災害防止

対策の推進

高年齢労働者の
労働災害防止対策

の推進

多様な働き方への対応
や外国人労働者等の労
働災害防止対策の推進

個人事業者等に対する
安全衛生対策の推進

業種別の労働災害防止
対策の推進

陸上貨物運送事業、
建設業、製造業、林業

労働者の健康確保対策
の推進

メンタルヘルス、過重労働、
産業保健活動

化学物質等による健康
障害防止対策の推進

化学物質、石綿、粉じん
熱中症、騒音、電離放射線

自発的に安全衛生対策に取り組む
ための意識啓発

社会的に評価される環境整備、
災害情報の分析強化、ＤＸの推進

45

８ つ の 重 点 対 策

大阪労働局
大阪労働局第１４次労働災害防止推進計画

計 画 の 期 間 令和5年4月1日 ～ 令和10年3月31日

大阪労働局では、令和５年度から大阪労働局第14次労働災害防止推進計画を策定し展開しています。



大阪発・新４S運動

46

大阪発・新４Ｓ運動は、「大阪労働局第14次労働災害防止推進計画」の目標を達成するため、４つの活動を展

開するとともに、多様な働き方や外国人労働者など、互いに多様性を理解し合い、全ての労働者の安全と健康が確保
され、人々が就労する安全衛生環境に満足し、輝く笑顔で働くことができる職場の実現に向けて取り組むものです。
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墜落制止用器具はフルハーネス型が原則です！

い の ち つ な ご う

命綱 使って つなGO 大切な命

命綱ＧＯ活動 実施中

墜落制止用器具＝安全帯（別名「命綱（いのちづな）」とも呼ばれてい
る。）を着用しながらも使用しないことで多くの人命が失われています。
墜落・転落により命を落とすことなく、確実に使用することで命をつな
ぐことができる用具であることにゴロを合わせ、墜落制止用器具使用の徹
底を図る活動です。
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ご安全に
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